












Change of Authority to Govern Curriculum 




The revision of high school curriculum guideline made public by KMT government 
in February 2014 caused a series of protests in Taiwan. The primary concern of the 
protests is that "Chinese ideology" in the revised guideline jeopardizes "Taiwanese 
ideology". Researchers interested in Taiwan's educational system mostly focus their 
criticisms on the policies which would oppress Taiwan's culture. This paper is focused 
on the institutional power structure of revisions of curriculum guidelines disregarded 
by other researchers, and it will help us better understand education as a factor of 
Taiwanese nation-building. 
The conclusion of this paper shows that the authority to govern curriculum 
guidelines, especially on the right of personnel administration, did not change 
fundamentally until the revision of Senior High School Education Act in July 2016 which 
transferred the Ministry of Education's right of personnel administration to Legislative 
Yuan. The transition of the right of personnel administration will nevertheless give 
rise to controversy over the curriculum guidelines issues in Legislative Yuan, since the 
DPP and KMT embrace their own preferences on national ideology and acknowledge 
textbooks as a tool of nation-building. As a result, the process of constructing the 
national imagination of Taiwanese by educational means will be much complex and 























国家への「想像」を構築し、 過去や伝統との連続性を保たせる媒介として 関心を持たれ、 その内容
構成を分析する研究が行われるようになっている。 例えば社会学者王甫昌は「想像」の概念に基づ
いて 台湾の各「族群」（エスニック ・ グル ー プ）のアイデンテイティの形成について 分析した6)。 篇
阿勤は台湾の文化ナショナリストがいかにして 言語や文学を媒介として 、「台湾民族」を構築して
きたかについて考察した叫
多くの分野の研究者はこのような 「想像」に基づいた視座を踏まえ、 教科書を手段として 中国の
歴史、 言語、 文化を台湾住民に押し付けてきたとされている国民党の教育政策に批判的な姿勢を
取っている。 歴史学者甘懐真は戦後日本の歴史教科書が「世界平和」を強調しているのに対し、 台











5)ナショナリズム理論における近代主義は、 エスニック ・ グル ー プを社会の近代化と伴って構築されたもの
としている。 そのなか、アンダ ー ソンが提出した「想像の共同体」は「印刷資本主義」が発展することによっ
て、 人々がメデイアを媒介として同じ言語を使用する他者と 「国民」 を想像することが可能になったと論
じた。 こ の 「想像」 の概念は今日のエスニック ・ グル ー プに関する研究に多大な影響を与えている。「想像
の共同体」 については、 ベ ネディクト ・ アンダ ー ソン著、 白石さや、 白石隆訳『想像の共同体ーナショナ
リズムの起源と流行』NTI出版、1997年。 また、 近代主義を含むナショナリズム論における各学派につい



































10) Ya-Chen Su, "Ideological Representations of Taiwan's History: An Analysis of Elementary Social Studies
Textbooks, 1978-1995", Curriculum Inquiry, Vol. 37, No. 3 (Sep. 2007), pp. 205-237.
11)例えば、 王雅玄、蒋淑如「書写歴史ー教科書中性別化国族主義的批判分析」『教科書研究』第10巻、第1期、






























させる「中華民国憲法」は1947年 1 月 1 日に公布され、 同年12月25日に施行された。しかし国共内
戦の勃発により、1948年 4 月18日の国民大会は憲法改正の手続きに従って「動員反乱平定臨時条例」
（動員裁乱時期臨時条款）を制定し、 国家や国民、 政治にとって重大な事態が発生する際、 総統が
憲法の制約を受けずに行政院会議の決議を通して「緊急処分」を実施する権限を与えた。1954年 3
月に台湾で開かれた国民大会は「動員反乱平定臨時条例」の台湾地区での継続適用を決定した14\







おいて、 教育と思想に関する政策を決定する実権は総統府に集中していた。1950年 6月、 蒋介石総
統の意志に基づき、 教育部は「反乱平定建国教育綱要」（搬乱建国教育綱要）を公布し、「反共抗露」
（反共抗俄）のための教育方針について次のように述べている。
教育は建国の根本であるから、 時代や環境の需要により、 入念に計画し、 漸進的に推
進されなければならず、 そうしてはじめて教育の機能は発揮され有効となる。是に於
て反乱平定建国教育綱要を制定し、 目下の需要に応じ、 かつ、 将来に備えることで、
反乱平定建国が全国の教育施設の中心となり、 新たな力が生じるようにする。
同綱要も教科書の改定を「反乱平定建国」の手段としている。
14)謝濠洲「動員裁乱時期臨時条款之内容輿及其特質」『法令月刊』18巻、10期、19 6 7年10月 1日、7頁。
15)台湾省戒厳令の内容について、「壼潰省政府、 豪溝省警備穂司令部怖告戒字第壺琥」1949 年5 月19日。









および「中学課程標準」 18) である。両標準はいずれも 中国 大陸で実施されたものであり、「反共」を
視野にいれていないものだとされていた。1952年 1 月、 教育部は1948年に実施された「小学課程標
準」における「国語」、「社会」科目の内容が「反共抗露」の国 策や「反乱平定建国 教育綱要」に合
致していないとし、 普通教育司に改定の準備を進 めさせた。一 方、 実質的な修訂を行う 国語科、 社
会科の「分科（各科） 修訂委員」 と「綜合審査委員」を招聘した。同年 11月、 改定 された「国民学
校課程標準」は公布された19\
一方、 同様に現勢に相応しくないとされた「中学課程標準」における「公民」、「国文」、「歴史」、
「地理」4科目の改定に向け、 教育部は1952年 1 月に再び普通教育司 （初等中等教育 局に相当）に改
定の準備をするよう指示した。教育部に任用された「修訂 課程標準委員」は公民、 国文 、 歴史 、 地
理 各科目の草案 作成を行い、 同年 8 月に4科目の「課程標準」 草案が完成した。草案に関する意見




訂に向けて動き始めた。そのために国民教育司は座談会 、 資料収集 、 教師意見の調査 、 教育 実験、
比較研究など事前準備を行った21) 。195 9年 2 月、 総統府臨時行政改革委員会 か ら「課程標準」の全
面改定を促す建議案を受けた教育部は、 国民教育司 と中等教育司に中小学校「課程標準」の本格的
な改定 手続きを実施させ、 修訂委員会を組織した。教育部部 長（文部科学大臣に相当）が責任者を
務める最高意思決定機関の「修訂 中小学課程標準委員会」が決めた方針に基づき、「修訂 中学課程
標準委員会」、「修訂 国 校（国民学校） 課程標準委員会」は改定に関する決議を行った。「各科修訂
グル ー プ」（各科修訂 小組）はその決議に従って各科目の課程標準 草案を作成しなければならなか っ
た。各科の草案が作成 されれば、 最高意思決定機関にあたる「修訂 中小学課程標準委員会」による
最終審議が必要 であった。1962年 7 月、 改定の手続きが完成したため、新たな「国民学校課程標準」
と「中学課程標準」は教育部によって公布され、 1963年に施行された22\
しかし、 両標準が長く適用されることはなか った、 1967年 6 月、 蒋介石が総統府国父記念月会 で
小学校6年 と中学校3 年の教育を受けることを義務付ける「 9年 国民義務教育」の推進を加速する
よう指示したため、 改定を余儀なくされたためである。教育部の代表は1967年 8 月の「国家安全会











に基づき、 命令により定める：国民教育の年限に関して、 9年に延長すべく、 5 7学年
度(1968年）より、 あらかじめ台湾および金門地域にて実施する23)。
9年義務教育の実施という教育体制の大幅な変革を受け、 教育部は「課程標準」を再び改定せざ
るを得なかった。1967年9月、 教育部は教育学者、 教育行政機関、 各中小学校からの意見を収集し
て準備調査を行い、 国民小学と国民中学24) の「課程標準」の改定作業に着手した。 教育部部長が主
任委員を務める最高決定機関の「修訂国民中小学課程標準委員会」は改定の方針を決定する権限を
持っていた。「各科課程標準修訂グル ー プ」 （各科課程標準修訂小組）はその方針に従って各科標準






1970年 7 月に「高級中学課程標準」の改定計画を実行し、 9月に「修訂高級中学課程標準委員会」
と「各科課程標準修訂グル ー プ」を設置した。「修訂高級中学課程標準委員会」は改定方針の決定
や各科課程標準草案の審議を担当する機関であり、 その構成員は教育部部長が主任委員として選抜




判の権限を有する。1971 年1 月、 各科目の標準草案の審議手続きが完了し、 中等教育司が「実施弁
法」（実施方法）を作成した後、 2 月に教育部は「高級中学課程標準」を公布した28)。
反共を主要な教育目的とする反乱平定・戒厳令期の課程標準の改定には、 必ずいくつかの手続き
が求められていた。 まず、 教育部が委員を決める「修訂課程標準委員会」が改定方針を決定し、 教
育部部長は同委員会の最高責任者を務める。 そして「修訂課程標準委員会」の傘下に各科目の「課






23)教育部教育年鑑編纂委員会『第四次中国教育年鑑j正中書局、 1974年、 3-4頁。 括弧内は筆者による。
2 4)「 9 年国民義務教育」が実施された後、「国民学校」は「国民小学」に、「初等中学」は「国民中学」に改称
された。
2 5)教育部 『国民小学暫行課程標準j正中書局、 1969年、 342 -351頁。
2 6) 1972 年の「国民中学課程標準」の改定については、教育部「国民中学課程標準』正中書局、1977年、341-431頁。
1975年の 「国民小学課程標準」 の改定について 、 教育部「国民小学課程標準』 正中書局、1976年、38 4-94頁。
2 7) 1983年の「国民中学課程標準」の改定については、教育部『国民中学課程標準』正中書局、1983年、467-475頁。
198 5年の「国民中学課程標準」の改定については、教育部「国民中学課程標準』正中書局、1986年、409-486頁。
2 8 )教育部 「高級中学課程標準j正中書局、 1971年、 374-400頁。
2 9)「高級中学法」1979年 5月 2 日。「国民教育法」1979年 5月23日。
2 8  
台湾住民の国民想像を構築する権力の変容
に置かれる教育部は総統府の政策に従わなければならなかった。1950年代から1980年代まで社会科
教科書の編著者の一 人であった屠柄春によれば、 蒋介石は総統 として 教科書の原稿を親閲し、 誤り
を指摘するように していたし、 国は常に 教科書に 政策に反する内容があるか を警戒していた。すな
わち、 戒厳時期の教科書は、 総統府の意思を 高度に反映するものであった30) 。
1-2. 戒厳令解除後
1987年7月、 総統蒋経国は台湾地区の住民の政治的権利を制限して きた台湾省戒厳令を 解除し
た。彼の死後の1989年に 「人民団体組織法」と「公務員選挙リコ ー ル法」（公職人員選挙罷免法）
が改正されたため、 国民党と民進党は政府に 人民団体として登録され、 台湾での多党政治の発端と
なった31 ) 。199 1年5月、 蒋経国の後 を継いだ初の「本省人」32) 総統李登輝は「動員反乱平定臨時条例」
を廃止した。それによって行政院院長に行政 権 を持たせる「中華民国憲法」の機能が回復し、 制度
的には総統府が直接的に 教育部 の事務に関与することができなくなった。しかし総統は教育部部長




の改定作業を始めた。同委員会の構成員は、 教育部 により1975年の改定で起用された委員 、 または
教育部 に属する各教育指導委員会が推薦する者から選抜した。「総綱修訂グルー プ」（総綱修訂小組）
と「各科修訂グルー プ」（各科修訂小組）は総綱や各科標準草案の作成 を担当し、 その草案が成立
するには「国民小学課程標準修訂委員会」に審議 を求めなければならなかった。1993年9月、 全て




委員会の下には「総綱修訂グルー プ」と「各科修訂グルー プ」が設置された。「総綱修訂グルー プ」
と「各科修訂グルー プ」の作成した草案が成立するためには「国民中学課程標準修訂委員会」と
「高級中学課程標準修訂委員会」による最終審議が必要であった。1994年、 教育部は改定された「国














34) 1994年の「国民中学課程標準」の改定については、 教育部「国民中学課程標準』 1995年、797- 82 8頁。1995




課程修訂の過程の中 、 全 ての関係者一学者専門家 、 教育や学校に関する行政職員 、 教
師、 学生、 保護者 、 および代議士などに 、 課程の決定や制定に参加する 機会を与える
べきである。特に「上から下へ」のパタ ーン、 および「 一元的な価値観」への固着を
避けるべきである35\
またその原則に基づいた修訂過程の特徴については次のように説明している。
修訂過程の中で 、 各種の委員会議 、 小組会議 、 分区座談会の開催 、 またアンケ ー ト調
査を行 うことにより、 学校および各分野の者が意見を示す機会を与え、 民主化参与原
則に合致するようにする36\
李登輝政権期に改定された「課程標準」のもう 一つの重要 な意義は、 教育の「本土化」を推進
し始めたことである。1993年に公布された「国民小学課程標準」に「郷土教学活動」、 1994年に公
布された「国民中学課程標準」に「郷土芸術活動」と「認識台湾」37) が授業科目として導入された。
199 7年8月 、 中学の「郷土芸術活動」課程と「認識台湾」課程の試行が開始された。1998年8月に
は、 小学校の「郷土教学活動」課程が施行された。38)
要するに 、 戒厳時期と戒厳解除後の李登輝政権期の「課程標準」の最大の相違点といえば、 前者























表1 1949年 ー 2000年の課程標準改定組織とその人事権の帰属
公布年月 名称 実質的改定組織 最終審査組織 人事権帰属
1952.11 国民学校課程標準 分科修訂委員 綜合審査委員 教育部
1952.11 中学課程標準 修訂課程標準委員 修訂課程標準委員全体委員会議 教育部
1962.07 国民学校課程標準 各科修訂グル ー プ 修訂中小学課程標準委員会 教育部
1962.07 中学課程標準 各科修訂グル ー プ 修訂中小学課程標準委員会 教育部
1967.12 国民小学 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
暫行課程標準
1967.12 国民中学 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
暫行課程標準
1971.02 高級中学課程標準 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂高級中学課程標準委員会 教育部
1972.10 国民中学課程標準 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
1975.08 国民小学課程標準 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
1983.07 国民中学課程標準 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
1985.07 国民中学課程標準 各科課程標準修訂グル ー プ 修訂国民中小学課程標準委員会 教育部
1993.09 国民小学課程標準 総綱修訂グル ー プ 国民小学課程標準修訂委員会 教育部
各科修訂グル ー プ
1994.10 国民中学課程標準 稲斜綱イl参訂グル ー プ 国民中学課程標準修訂委員会 教育部
各科修訂グル ー プ
1995.10 高級中学課程標準 総綱修訂グル ー プ 高級中学課程標準修訂委員会 教育部
各科修訂グル ー プ
家教育 政策の方針に関する建言を討議する「教育改革審議委員会」を設置した39) 。「教育改革審議委
員会」は第1期の「コンサルテ ー ション報告書」（諮議報告書 ）で教育の「人本化」（ 人を主体とする）、
「民主化」、「（価値の） 多元化」、「科学技術化」、「国際化」 を教育改革の目標として挙げている。 そ
の民主化の目標については次のように述べている。
民主化及び自由化は現代社会の主要な特徴であり、 現代 化社会の教育は当然民主化及
び自由化を重要な方向とする。 教育 民主化の趨勢は権威的管制の解除や「緩和」、 教
育 自主権の確立 、 また更に多くの自由に選択する機会を意味する40\
さらに 「教育改革審議委員会最終コンサルテ ー ション報告書」 （ 教育改革審議委員会総諮議報告
書 ）は、 過去の政府による教育に対する統制の緩和を求め、 戒厳令と9年国民義務教育の施行を教
育 が長期 統制されて きた要因として捉え た。 そして報告書は以下のように教育専門 審議委員会を設
置する必要性を提起している。
権限と責任を明確にするため、 教育部は首長制 （部長を長とする）を採用するが 、 あ
る程度の権限を与えられ、専門的で、 特定の法的手続きによって 設立される審議委員
会を補佐役とする。 …… 審議委員会による決議は、 教育部長に裁定された後司、 処、
室（局、部 、 係に相当）に委ねられ、 執行される；部長も「政治責任を負う」 という







カリキュラムに関しては、 報告書は全面的な課程革新を行うことを提言した42) 。1997年4月、 教
育部は課程革新のための「9年一貰課程」の施行に向け、「国民中小学課程発展専門グル ー プ」（国
民中小学課程発展専案小組）を設置し、 新たな「課程綱要」の作成方針を決定した43) 。1998年9月
に「国民中小学課程発展専門グル ー プ」は「国民教育九年一貫課程」の総綱を作成したが、 各科目
の綱要にあたる「国民教育各学習領域課程綱要」の実質的な作成を行うのは同年10月に設置された
















生活課程及び重要課題審議グル ー プ」（国民中小学課程綱要総綱、 各学習領域、 生活課程誓重大議
題審議小組）が設けられ、 200 7年10月から2008年 2月にかけて各調整案の草案に対して審議が行わ
れた。「国民中小学課程綱要総綱、 各学習領域 、 生活課程及び重要課題審議グル ー プ」によって審
議された草案は「国民中小学課程綱要審議委員会」に最終的審議を求めなければならなかった46\
9年一貰体制が整えられていった時期には、 高級中学課程の改定体制も一新された。200 1年3月、
教育部は「高級中学課程綱要」の改定のため、 改定方針を決定する「高級中学課程発展専門グル ー プ」




















員会」で 認可されなければなら なかった。 2004年12月 、 総綱と全科目の審議 が完了し、「普通高級
中学課程 暫行綱要」は暫定的 に適用される ものとして公布された47) 。
その 後 、 教育部は正式な「高級中学課程綱要」の改定 に力を入れた。 新た な綱要の草案は「普通
高級中学課程綱要総綱修訂グルー プ」（普通高級中学課程綱要総綱修訂小組）と「普通高級中学各
科課程綱要専門グルー プ」（普通高級中学各科課程綱要専案小組）によって作 成され、 成立する に
は「普通高級中学各科課程綱要審査グルー プ」（普通高級中学各科課程綱要審査小組）によ る第一
段階審議と「普通高級中学課程発展委員会」 によ る最終審議 が必要であった。 「普通高級中学課程
綱要」は2008年 1 月に正式な綱要として公布され48) 、 2009年 に施行される予定であったが 、 その 施
行は2008年5月に成立した 2次国民党政権 によって先送りされた。
9 年一貫と高級中学の「課程綱要」の改定過程から見られる ように、 教育改革 が行われる ように
なった後の綱要改定で決定的 な権限を持つのは、「国民中小学課程綱要審議委員会」と「普通高級
中学課程発展委員会」であ る 。 両機関の構成と権限は2003年12月公布の「国民中小学課程綱要審議
委員会の設置及び運営に関する規則」（国民中小学課程綱要審議委員会設置与運作要点）と 2009年
8 月の「教育部普通高級中学課程発展会の組織及び運営に関する規則」（教育部普通高級中学課程
発展会組織及運作要点）において明文化されている 。 前者 によれば、「国民中小学課程綱要審議委
員会」委員は、 国立教育研究院計画準備処 （獅備処）が 推薦する者から教育部部長 が指名する 。 教
育部部長は同委員会の主任委員を務め 、 委員から副主任委員を指名する49) 。 そして「教育部普通高
級中学課程発展会の組織及び運営に関する規則」によれば、「高級中学課程発展委員会」の構成員は、
教育部 が各教育 関係機関や各高級中学 に推薦される者から 、 教育部常務次長 （常務次官に相当）を
はじめとする役員 が 一 次 選抜をして候補者リストを作 成し、 その候補者リスト に基づいて部 次長会
議で決定される50\
要する に、教育改革の進展 によって教育 における「民主化 原則」 が重要視され、「課程審議委員会」
の設置 も提起される ようになったにもかかわらず 、「課程綱要」の改定 に関わ る審議会の人事権は
教育部部長 が所有していた。 さらに注目 に値するのは、 教育 における民主化や自由化 が進んでいた
とはいえ、「教育改革審議委員会最終コンサルテ ー ション報告書」が教育部部長の「政治責任を負う」
という前提において課程審議委員会の決議を否決できる こと が容認された ように、 当時課程審議は
教育部の専権事項だという認識が強かったことであ る 。
2-2. 「12年国民基本教育」時期（第2次国民党政権期）
2008年 3 月 、 国民党候補者馬英九が総統選挙で勝利し、 5月に総統に就任した。 政権を取り戻し
た国民党は2010年の「第8次全国教育会議」で 、 先進国の経験を参考にし、「普遍的」、「強制せず」、「質







本教育」51) を推進する意向を示した。201 1 年 1 月の新年演説で、 馬英九は「12年国民基本教育」の
施行に向け て動き出すことを宣言すると 、 行政院は同年9月に「十二年国民基本教育実施計画」を








下に置かれる「課程綱要研究グル ー プ」 （課程綱要研修小組）により作成され、 草案が成立するに
は「十二年国民基本教育課程審議会」による審議を求めなければならなか った。「十二年国民基本
教育課程研究発展会」と「課程綱要研究グル ー プ」の構成員は国家教育研究院院長 （元国立編訳館、
教育部の付属機関）の指名により起用される ことにな っていた53\
国民小学 、 国民中学 、 高級中学の「課程綱要」を審議する「十二年国民基本教育課程審議会」の
傘下には 、「コアグル ー プ」（核心小組）、「組み分け審議会」（分組審議会）、「審議大会」が設置され
る。 教育部部長は「コアグル ー プ」の構成員を決定し、 ま たそれから「組み分け審議会」、「審議大
会」の招集人を指名する。「分組審議会」の専門家、 教師、 保護者、 社会各分野代表は教育部長が
「コアグル ー プ」が提出する推薦リストから任命する。「審議大会」は「核心グル ー プ」、「組み分け
審議会」、「コアグル ー プ」による推薦と部長の任命によって選抜される社会各分野代表によって構
成される54)。 言い換えれば 、2000年から2回の政権交代が実現したとは いえ、 教育部の「課程綱要」
の草案作成や審査機関の成員任用に対する独占的権限は保たれていたのである。
「12年国民基本教育」の法的基盤を整える ため、2012年3 月に行政院は「教育基本法」1 条 1項55)
に基づいて「高級中等教育法」草案を立法院に送り 、201 3年6月に立法手続きを終え、「高級中等
教育法」を成立させた56)。「高級中等教育法」の成立は「課程綱要」改定体制にと って重大な意義を
持っている。 なぜなら 、 その43条は次のように規定しているからである。
中央所管機関は高級中等学校課程綱要を審議する ため、 課程審議会を設置し、 その組
織と運営は 、 中央所管機関によって定められる57)。
























点）に改称された。 しかし2016年に 「高級中等教育法」が改正されるまで 、 課程審議会の人事権は
法的には依然として教育部に所有されていた。
2-3. 2014年網要改定案と「高級中等教育法」の改正（第2次民進党政権期）
20 08年1月 、 民進党政権によって公布された「普通高級中学課程綱要」の施行は国民党政権によ
り2010年 （ 国文科目） と2012年 （歴史科目）まで先送りされた。 2014年初、 教育部は誤字や内容






2016年3月 、 察英文氏が率いる民進党は総統選挙に勝利し、 立法院でも過半数議席を取得し、 再




「高級中等教育法」に新しく付加された43条1 項によれば、 所管機関 （教育部）は「課程審議会」
を設置し、 その下には「審議大会」と 「組み分け審議会」が置かれること となった。「課程綱要」
の審議を担当する「審議大会」は委員41人から49人までで構成され、比較多数代表制を採用する （ た
だし決議するには全体委員2/3以上の出席が必要）。 審議大会委員の1/4は政府代表であり、 教育部
の推薦と行政院長の任命によって 決定される。「高級中等教育法」が重要な意 義を持つのは 、 審議
大会において3/4を占める非政府代表の起用の手続きを以下のように規定していることである。
ー、 行政院が国内における教育専門知識を持つ専門家 、 教師組織構成員 、 校長組織構
成員 、 保護者組織構成員 、 その他の教育関係の 非政府組織構成員及び学生代表から 、











2016年7月、 行政院は「高級中等教育法」43条1項に基づき、 立法院に「課審会委員審査会」 を
推薦するよう求めた62)。それと同時に、 教育部はインタ ー ネットで各機関が推薦する「課審会」委










すなわち、 反乱平定 ・ 戒厳令期が終焉して以降、「課程標準」や「課程綱要」においては「反共
抗露」や「国家需要」などの表現が記されなくなり、 一見すると標準・ 綱要改定の場では民主化が
徐々に進行してきたように見えるが、 各時期の改定過程 を見れば、 実際には、 2016年以前 のあらゆ
る時期において、 教育部が「課程標準」や「課程綱要」の改定に関わる人事の完全な決定権を有し
ていたことがわかる。それは、 制度 的には行政府が学生の学ぶ知識を規定することで、 特定の国民
想像の創出においてほぼ特権的な存在だったということ を示唆している。その上「動員反乱平定臨
時条例」が廃止され、 法 的には総統府が直接 的には行政院の管轄下にある教育部の事務に直接に関
与できなくなると、 かえって教育部の標準や綱要に関わる行政裁量権が強まったといえるかもしれ








62) r 立法院第9届第1会期第2 1次会議議案関係文書j 2016年7月13日、報1883頁。
63)「教育部公開徴求各機関輿教育組織推薦課審会委員参考名単位」(https://www.edu.tw/News_Content.aspx?n
=9E7AC85Fl954DDA8&s=F 9654 9D 13EF222D3、2018年7月8日参照）。
64)「立法院第9届第2会期第1次会議議案関係文書』2016年 9月7日、報3 頁。





























解決されるとは限らず、 むしろ問題は深刻化していくと考えられる。 なぜなら、 国民党と民進党を
はじめとする主な政党は異なる史観を抱えており、 いずれも教科書の内容を左右する動機を持って
いるからである。 与党と立法院多数党が同 一政党である場合には、 政府の改定に関わる人事権が強
まるであろうし、 それに対し、 いうまでもなく野党は自らの存在感を示すために立法院でボイコッ
トをする可能性がある。 反対に、 少数与党が出た場合には、 行政府と立法院の間に軋礫が生じ、 対
表2 2000年以降の課程標準改定組織とその人事権の帰属
公布年月 名称 実質的改定組織 最終審査組織 人事権帰属
2003.01 国民中小学 国民教育各学習領域 国民中小学課程 教育部
9年一貫課程綱要 研究グル ー プ 修訂審識委員会
2004.12 普通高級中学 課程総綱綱要研究グル ー プ 普通高級中学課程 教育部
課程暫行綱要 各科課程綱要専門グル ー プ 発展委員会
2008.01 普通高級中学 課程綱要総綱修訂グル ー プ 普通高級中学課程 教育部
課程網要 各科課程綱要専門グル ー プ 発展委員会
2012.12~ 12年国民基本教育 12年国民教育碁本教育 2014.08以前 2016.06以前
課程綱要 課程研究発展会 12年国民教育基本 教育部











































68)例えば、 有力紙「聯合報」傘下のUDNネットニュ ースには20 17年10月29日に、「課審会委員が高校と中学
の国語教科書に載せる文章の所収に直接に介入すれば辞任する」と不満を言った課程発展委員会研修グル ー
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